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論文内容の要旨
ローマ帝国は面積500万平方キロ､推定人口6000万を誇りながら､帝国官僚は2世紀中葉においてさ
え300名足らずにすぎなかった｡これだけの巨大国家であれば､それに見合った官僚制が整備されて然
るべきであったにもかかわらず､帝政前期のローマ帝国は実に小規模な官僚機構により統治されていた
のである｡このような特殊ローマ的支配構造は何故､現出しえたのか｡これ-の解答は､先ず､共和政ロー
マの伝統に求められよう｡都市国家から出発したがゆえに､ローマは少数の政務官を軸にした行政体制
を堅持し､海外領土として属州を獲得しても､その監督のために､コンスルの代理として属州総督職を
新たに設けた程度で､抜本的な行政改革をついに講じなかったのである｡そして､この共和政的枠組み
を前提にして､帝政は成立する｡しかも､初代皇帝アウグストウスは君主に等しき権力を有しながら､｢共
和政の継続｣をスローガンに掲げると同時に､自らを｢市民の中の第一人者｣と位置づけた｡この姿勢は
共和政末の内乱を経たやむなき選択肢であったが､その結果､彼は君主による中央集権体制を封印し､
共和政的体制の維持を図らねばならず､ここに､小規模な官僚機構に支えられる特殊ローマ的行政構造
が現れることになる｡従って､この行政構造はアウグストウス主導による独自政策であったというより､
あくまでも共和政の延長上にある歴史的桂椎の産物であったと言えよう｡
とはいえ､以後の皇帝は権力的には君主色を強めながらも､行政面においては基本的にアウグストウ
ス路線を継承し続け､皇帝を頂点とする強固な中央集権体制を採用しようとしなかった｡では､これは
何故なのか｡誤解をおそれず､端的に言えば､その必要がなかったからであろう｡つまり､帝国政府に
直属する末端官僚を帝国各地に大量配置せずとも､各都市が彼らに代わる機能を果たしえたのである｡
都市は自治と治安を維持し､農村部を含めた都市領域に責任を持ち､かつ帝国に納める税を徴収する任
を果たすこともできた｡そのため､帝国政府が常に都市に対して介入､指導する必要は基本的になかっ
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たのである｡従って､一都市を最小の行政単位として利用する限り､帝国政府は小規模な官僚機構でも帝
国を統治しえた一方で､都市は帝国行政の末端業務を担うことにより､政府の干渉を最小限に抑えるこ
とができたとも言えよう｡このように､小規模官僚制と都市の自治は表裏一体､相互補完の関係にあっ
たのである｡
そして､この二つのテーマは従来､別個に扱われてきたoしかしながら､本研究は二つのテーマを敢
えて取り上げた｡帝政前期の帝国構造の特質を考えるに際して､両テーマが有機的に連関する以上､ど
ちらも検討することこそ最重要にして最優先されるべき課題であると判断したからであるoとはいえ､
各テーマの考察対象は無数にある｡そこで､第一部では官僚の任官方法と任務内容を中心に論じ､そこ
から帝政前期の官僚の特質を考察した｡第二部では都市参事会貞と彼らを中心に行われた恵与行為を取
り上げた｡参事会員こそ都市の自治の担い手であり､名望家として都市財政も牽引したからであるo以
上の問題意識に基づき､本研究は行われたのであるが､以下､各章毎に要旨をまとめたいo
序章では､ ｢ローマの平和Pax Romana｣という語に代弁される如く､帝政前期のローマ帝国が相対的
に安定と繁栄を享受した点を指摘-した上で､その理由を行政面から考察する立場を明らかにしたoそし
て3世紀初の元老院議員史家デイオ･カシウスの『歴史』52巻で展開される彼の帝国行政観を分析し､
その結果､都市の自治､小規模官僚制の二つが行政構造の中心軸にあることが浮き彫りとなったoつまり､
同時代人もこれらが帝国行政の基盤を構成するという事実を十分に認識していたのであるoそれゆえ､
この2テーマを考究する重要性､必然性が改めて確認された｡
第1章では､共和政を意識しながら､騎士官僚が初めて起用された背景､騎士官僚に対する社会的評価､
彼らの出身地に対する社会的評価を検討した○要旨は以下の通りである｡アウグストウス帝は共和政に
は例のない騎士の行政関与を断行したoつまり､騎士が初めて官僚に登用されたのであるoこの画期的
政策は従来､元老院議員から業務を奪い､元老院の弱体化を図るためのものと解されてきたoしかし史
料に即して確認したところ､首都の騎士官僚職に関しては､職務を元老院議員に一度は委ねるなど試行
錯誤した結果､行政効率を高めるために最終的に騎士官僚が起用されたことが判明した〇一万､属州勤
務の騎士官僚職に関しては､共和政末に増大した元老院の定員を適正規模まで削減した結果､属州に派
遣する元老院議員数も抑制せねばならなくなり､元老院会議を充実させるためには､元老院議員が担っ
ていた財務行政を騎士官僚に委ねざるをえなくなった背景が明らかとなった｡従ってアウグストウス帝
が元老院の弱体化を図るため､騎士官僚を登用したわけではなかったoまた属州には元老院議員の総督
と騎士官僚が並存することになったが､両者は上下関係になく､何れも皇帝にのみ責任を負う皇帝官僚
であったことを確認した｡
以上の国制史的検討を踏まえ､騎士官僚が如何なる社会的評価を受けていたのかを次に見てみた｡と
いうのも騎士は従来､元老院議員に次ぐ帝国第二身分と捉えられてきたからであるo Lかし諸史料は騎
士官僚に対し元老院議員と同等の評価を与えていたo従って身分的には同じであれ､騎士官僚と在野の
騎士は区別されるべきであることが明らかとなったoそれゆえ､元老院議員と騎士官僚が帝国の支配層
とみなされねばならないと言えよう｡その一方で､もう一つの社会的評価の問題が残るoというのも共
和政期にはイタリア地方都市や属州に対する蔑視が厳然と存在したからであるoしかし帝政期には､帝
国各地を出身地とする元老院議員や騎士官僚が活躍するようになるo首都出身ではない彼らは相変わら
ず侮蔑の対象であったのか｡そこで､史料を確認したところ､彼らが行政分野に進出するにつれ､地方･
属州出身者への蔑視は着実に薄れていったことが判明した0
第2章では､騎士官僚の主たる人材供給源であった騎士将校を取り上げた｡要旨は以下の通りであるo
先ず､共和政期の軍隊編制を概観し､兵士が短期勤務のアマテエア､将校や下士官が軍歴を誇るセミプ
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ロ的存在であった点を確認した｡ところが､帝政期には兵士や下士官が長期在骨を強いられる軍事のプ
ロと化したのに対し､騎士将校の多くは3年程度で除隊し､アマテユア的性格を多分に持つ存在へと変
質してLiた｡次に､帝政期における騎士の定義を試みた上で､騎士たる都市名望家が同じく最低財産資
格を満たすだけの騎士との差別化を図るために､将校職就任を目指した点を確認した｡即ち､本職就任
は上級騎士の身分証明となったのであり､だからこそ1ポストを務めただけで多くの騎士将校は退役し
てしまう｡では､彼らは如何にして廟を得たのか｡将校採用人事は文書局の上奏や有力者による推薦を
受けて皇帝が最終的に辞令を出す形式を取った｡しかし推薦状から判断する限り､将校として求められ
たのは軍事の専門家ではなく､ジェネラリスト的人材であった｡というのも将校は兵卒の管理の他に､
駐屯地周辺の都市に対する行財政､司法をも幅広く担当する機会が再三あったからである｡つまり､本
務の軍事以外にも､行政全般をこなさねばならなかったと言えよう｡これは､各属州に派遣された帝国
官僚がせいぜい5名程度にすぎないという特殊ローマ的行政機構に起因する｡従って将校も官僚業務を
代行せざるをえなかったのである｡かかる行政行為は厳密に言えば､国利に反した｡とはいえ､属州民
からすれば､歓迎されたに違いない｡総督裁判では､提訴から結審まで長期化することが予想されたの
みならず､当事者は総督による巡回裁判の開廷地まで出向かねばならなかったからである｡かかる条件
の下であればこそ､都市政務官職を通じて行財政や司法の実務経験がある都市名望家が将校の人材供給
源になりえたのであった｡
第3章では､前章を踏まえた上で､騎士官僚を考察した｡要旨は以下の通りである｡本職は財務官僚
とほぼ同義に捉えられ､人事は財政の専門的知識を考慮して行われつつ､また年功序列型昇進が築かれ
ていたと唱えられてきた｡しかし財務能力偏重の人事や年功序列は史料的に否定されねばならず､官僚
らが官職を歴任したわけでもなかったことが判明した｡任期を終えた後､次の任用がなければ､騎士は
故郷に戻らざるをえなかった｡元老院議員官僚は任期を終えた後､一議員として元老院に復帰したが､
騎士官僚には退任後､戻るべき国利上の受け皿がなかったからである｡従って近代的官僚制と異なり､
終身雇用制が採られていなかったことは明白である｡一方､人事に関しては､有力者の推薦がここでも
重要であった｡そして騎士官僚が果たした業務を検討した結果､彼らは本務たる財務行政以外にも､総
督に代わって属州の行政や司法を担当していたことが判明した｡これは､騎士将校による代行と同じ理
由に帰せられる｡従って騎士官僚にもジェネラリスト的資質が求められたのである｡それゆえ､同様の
業務を既に経験した騎士将校が騎士官僚の主たる人材供給源になるのは極めて当然であったと言えよ
う｡つまり､ ｢都市名望家-騎士将校一騎士官僚｣という昇進の道筋は小規模官僚制に起因していたので
あった｡
第4章は､元老院議員官僚､特に武官を中心に論じた｡要旨は以下の通りである｡先ず､議員の官職
階梯を確認した上で､コンスルへの昇格が早い所謂｢軍人議員｣が輝かしいコンスル級経歴を保証された
という通説の適否を問い､かかる規定が無益であることを実証した｡というのも､コンスル昇格の早さ
が軍団を率いるコンスル級総督への就任のそれに比例しない事例が多く､逆にコンスル昇格が遅れても､
すぐに軍事属州の総督に起用される議員が多々確認されたからである｡次に､昇進の有り様を考察し､
元老院入会段階から有力者による推薦が重要であり､自らを推薦してくれる有力者の獲得が以後の昇進
を左右したことがわかった｡そして､この推薦慣行は帝政前期の元老院にとって必要不可欠でもあった｡
共和政期と異なり､帝政前期の元老院は人的流動性が著しく高く､帝国各地を出身地とする新人議員が
多数元老院に入会したが､彼らの多くが家系の中で初めて元老院入りした議員であった｡従って彼らは
父や縁者の指導を望めない以上､有力議貝に師事して政務官や議貝としての行動規範を伝授されながら､
元老院生活を送るしかなかったのである｡さらに､軍団副官､軍団長の業務を検討した結果､本来的業
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務が軍団を束ねることにあったにせよ､彼ら武官は行財政や司法も担当しており､総督の業務を代行し
ていた事実が浮かび上がった｡軍事を本務とする武官であれ､再びジェネラリスト的資質が求められて
いたのである｡また軍事総督に関しても事情は変わらない｡総督の最大任務は担当属州の治安の維持に
あり､その象徴的業務は巡回裁判に認められる｡属州各地の都市名望家と良好な関係を築く姿勢も属州
の安定化のためには不可欠であった｡総督は軍政民政不分離という共和政以来の大原則の下で､軍事に
特化するわけにいかなかったのである｡ー
さて､第一部では､小規模官僚制を補うべく､軍事を本務とする騎士将校や議員の上級将校のみならず､
財政を本務とする騎士官僚も属州総督の職務を代行していた事実が判明した｡国利史的観点から眺めれ
ば､これらは越権行為であり､違法ということになろう｡しかしながら､ここにこそ､我々は特殊ローマ
的行政構造の柔軟性を看取してみねばなるまい｡そして軍政民政不分離の原則は軍事総督以外にも､実
態として適用されていたとも言えるであろう｡何れにせよ､上記の業務実態から騎士将校をも帝国官僚
に含めても､官僚総数は800名程度にしかならない｡従って帝国が小規模な官僚機構によって運営され
ていたという事実は揺るがないの-である｡
しかしながら､将校や官僚に専門性を求めない支配体制は｢ローマの平和｣を大前提としていた｡将校
を含めた武官は外敵との戦闘に迫られなかったために､軍事能力を修得する必要性にも､機会にも欠け
た｡だが､ 2世紀後半以降､複数戦線で外敵との衝突が発生すると､ジェネラリスト型の総督や将校で
は応戦能力に不足し､連敗を強いられることになる｡そこで､諸帝は軍務期間の長い騎士将校を元老院
に編入した上で軍事総督に就けて､戦線に投入したのみならず､さらには騎士将校をそのまま軍事総督
に抜擢する変則的措置を講じるに至る｡かくして､軍事に特化した武官が登場する一方で､都市名望家
は戟死のリスクを恐れ､もはや騎士将校になろうとせず､代わりに辺境の紛争地域出身者が将校を務め
たばかりか､叩き上げの百人隊長が軍を率いるようになる｡かくの如く､戟争の多発と激化が武官の性
格を変容させるのであるが､その影響は騎士官僚にも及んだ｡皇帝は軍事や兵端の専門家､徴税､徴発
の専門家を官僚に配することになるのである｡だが､専門性を優先した人事は従来のような如何なる業
務にも対応可能という統治体制を困難にした｡ここに､帝政後期特有の軍政民政分離への道が開かれる
ことになる｡軍政官僚と民政官僚の分離が官僚数の増大をもたらすことは言うまでもなかろう｡
次に､第二部各章の要旨をまとめてみる｡
第5章では､後続の章の前提として､都市人口と財政規模を確認してみた｡人口を知る手掛かりは恵
与行為を記したいくつかの碑文に求めるしかない史料状況にあるが､碑文から試算した結果､ローマに
代表されるごく一部の大都市を除けば､平均的都市の人口は1万-1万5000人程度にとどまったことを
確認した｡これは､都市が市壁で囲まれ､居住空間を制限された上に､食料を外部から輸入せねばなら
ないため､自ずと人口は扶養可能な範囲に収まったからと考えられる｡一方､都市の財政規模については､
史料が伝える歳入と歳出の各項目を概観し､可能な限り､金額を明らかにしてみたが､歳入額と歳出額
は括抗していたと判断せざるをえなかった｡これは､都市が公共事業や福祉政策を独自財源で賄う余地
が到底なかったことを意味する｡それゆえ､後の章で検討する都市の富裕者らによる恵与行為が都市生
活において重要な役割を果たすことになるのである｡
第6章では､自治ならびに恵与の担い手である都市参事会員を取り上げた｡通説は､種々の財政負担
に耐えかねた彼らが2世紀後半には既に都市政務官職に就こうとせず､名望家子弟は参事会員になるこ
とすら忌避するようになった事態を踏まえ､参事会は次の3項目を導入するに至ったと唱えてきた｡即
ち､参事会員子弟に入会を強いる世襲義務化､政務官職の任官強制､参事会員の資格要件の緩和､である｡
そして通説はここに都市の衰退を看取すると共に､帝政後期における身分世襲化の萌芽を見たのであっ
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た｡そこで､本章は先ず1世紀のポンペイ市と3世紀のカヌシウム市に関して参事会の人的構成に違い
が認められるのかを問題にし､以下の結論を得た｡第一に､両市に参事会員子弟が入会を強いられた事
実は認め~られず､ 3世紀のカヌシウム市にあっても､参事会員自身が世襲を望む傾向が看取された｡第
二に､任官強制に関しては､ポンペイ市には認められないにせよ､カヌシウム市には官職忌避者と立候
補者の両方が認められた｡第三に､資格要件を緩和してでも､参事会員を確保したいという参事会の姿
勢は3世紀のカヌシウム市において仝`く認められなかった｡従って参事会貞の一部に任官拒否者の存在
が推定されても､ 1世紀のポンペイ市と3世紀のカヌシウ古市に大きな違いは見られないのである.し
かし､両市の比較は事例研究にすぎないので､通説が立論の根拠としてきた法制史料を再検討してみた｡
その結果､以下の結論が得られた｡第-に､問題とされてきた史料の多くが参事会貞たる父親が息子の
入会に同意していた事実を示していた｡従って世襲は強制されたのではなく､参事会員が息子の入会を
望んだのみならず､そもそも世襲は当然視されていたのである｡第二に､政務官が後任を指名したとい
う任官強制を巡っても､その是非を問う法文はあるにせよ､立候補禁止の是非を問う法文の方がはるか
に多い｡後者の法文は逆に立候緬者が多かった現実を窺わせる｡ゆえに､任官強制という現象を一律に
想定するのには無理があろう｡第三に､参事会員の資格要件緩和についての法文は参事会側がむしろ資
格要件を厳密に適用しようとして､入会志願者と辞いを起こした経緯を物語る｡従って､政務官職と参
事会貞職に対する忌避傾向は過大評価されてはならず､むしろ両職への希望者が依然として多数いたこ
とが確認された｡都市の衰退を強調する必要はないのである｡
第7章では､参事会員を中心とする富裕者による恵与行為の事例研究をイタリアに求めてみた｡ P ･
ヴェ-ヌは特定の知り合いではなく､不特定多数の市民が恩恵を受けるという特殊古代的現象を｢エ
ヴェルジェテイズム｣と称し､これは多くの研究を生んだが､検討対象は私費で公共建造物を建てる恵
与行為に収赦してきた｡そしてこの恵与が2世紀に減少した点は再び都市の衰退に帰せられた｡そこで､
本章は恵与行為には多様な種別があった事実を踏まえ､剣闘士競技､金品の恵与をも取り上げ､できる
だけエヴェルジェテイズムを多角的に捉えたいと考えた｡そして以下の結論が得られた｡先ず､公共建
造物に関しては､ 1世紀の新築が多数確認される一方で､ 2世紀のそれは減り､代わりに改修､装飾が増
えるが､件数自体は1世紀に比べ､確かに減少していた｡これは､市内の公共建造物が建設されていく
につれ､新たな建設用地の獲得が困難となり､恵与者は既存の建造物の改修へと向かわざるをえなかっ
た事実を窺わせる｡しかし公共建造物の改修や装飾は新築に比べて民衆に対するアピール度に欠けた｡
そこで､次に､剣闘士競技の提供について確認してみた｡史料的には､これは1世紀と2世紀にさほど
数量的変化が認められなかった｡だが､剣闘士の対戦料金が2世紀において高騰していた点に鑑みれば､
恵与者は1世紀以上に高額の出費をしていたと言えるのである｡とはいえ､注目すべきは2世紀におけ
る金品の恵与の急増であると思われる｡以上の現象は､都市空間の中で新築可能な用地確保の困難に直
面した恵与者が民衆に人気のある見せ物､金品へと恵与対象を変えたことに起因すると考えられる｡従っ
て参事会員を中心とする都市の富裕者は少なくとも1 ･ 2世紀を通して､恵与対象を変えながらも､恵
与の意志を持ち続けたと判じられるのである｡
第8章では､恵与行為の法制化を扱った｡従来､恵与を公約した富裕者はその履行を義務づけられ､
3世紀初の皇帝は財政至上主義の下､かかる強制を一層強めたと説かれ､これが都市名望家の経済的窮
迫をもたらし､都市の衰退を招いたと捉えられてきた｡そこで､本章は関連法文を再検討した｡その結果､
以下の結論が得られた｡確かに､トラヤヌス帝以降の諸帝は公約履行の義務化を再三定めてきたが､そ
れは基本的に都市政務官職就任を巡って公約がなされた場合に限られ､公約者のみならず､相続人も公
約の履行を強いられたのであった｡だが､その反面､皇帝は公約者-都市の富裕者の保護も重視したこ
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とも判明した｡つまり､公約者自身､或いは､その相続人が公約を履行するだけの財力に欠け､破産しそ
うな場合には､皇帝は公約履行を強いることはなく､財産の一部拠出と引き替えに履行義務を免除して
いたのである｡また皇帝は公共建造物の公約者に対して参事会が建立の代わりに現金を拠出するよう強
いたり､富裕者に公約自体を強要するような行為を禁じ､公約者の意思を尊重するよう命じてもいた｡
このように皇帝は公約履行を強制する反面､公約者を保護する方針も打ち出していたのである｡一方､
政務官職と無関係な公約は履行を強制ざれない｡しかし履行を強制された事例も散見され､ここに従来
説は公約履行義務の強化を読み取った｡だが､当該事例は､公約者が恵与に既に着手していた点を共通
項としていた｡公約着手は履行の意思ありとみなされ､それを最後まで果たすことを義務づけられたの
である｡というのも官職と無関係に公共建造物の建立を公約した者が途中で工事を打ち切ることが許さ
れたならば､都市が竣工までの建造費を負担せねばならなくなるからである｡即ち､皇帝は都市財政の
保護も視野に入れていたと言えよう｡
都市への遺贈に関する法文も多々残されている｡しかし基本的原則は政務官職就任を巡る公約と同じ
であった｡つまり､相続人には遺贈の履行義務が課せられた一方で､遺言内容が相続人を保護する法に
違反する場合には､相続人の利害が守られたのである｡さらに､通常､遺言者は遺贈の使途を明示するが､
その転用は禁じられ､遺贈者の遺志が尊重されねばならなかった｡但し､例外があった｡公共建造物の
新築に使途を限定した遺贈がなされたとしても､市内に公共建造物が飽和状態にある場合､遺贈金は都
市に最も必要なモノに転用されることが許された｡皇帝は都市の公益を最優先事項と捉えていたのであ
る｡
以上の如く､皇帝は都市の公益を重視し､都市に益する公約の履行を強制せねばならない一方で､都
市の自治の担い手たる名望家の没落を回避せねばならないという相矛盾する状況の並存を巧みに図った
と言えよう｡そして歴代皇帝はこの方針を継承していったのであり､ 3世紀初に履行義務が強化された
証拠は認められないのである｡
第二部を総括すれば､従来説が唱えた如き､ 2世紀後半以降の都市の衰退､自治の崩壊といった現象
は史料的に確認されず､都市の自治の担い手は変わらないばかりか､入会希望者にも事欠かなかったと
言わざるをえない｡その一方で､エヴェルジェテイズムは3世紀以降､急速に減退した点は無視されえ
ない｡この理由を｢3世紀の危機｣に求めることは容易い｡だが､都市参事会が機能不全に陥っていない
状況に鑑みれば､都市の富裕者層の経済的疲弊を強調することはできまい｡むしろ､遺族が故人の墓碑
すら建てない事態が3世紀後半に現れた点を重視すべきと思われる｡というのもエヴェルジェテイズム
は､顕彰碑などを介して自己の名声を後世に伝えたいという願望によって推進されたからである｡墓碑
の建立も基本的にこれに通じるものがあろう｡ところが､特に3世紀後半以降､顕彰碑どころか､墓碑
も建てられなくなる｡何故か｡現段階では決定的な材料不足により論理的説明がつかないが､何らかの
心性の変化が生じた結果としか考えざるをえない｡そして墓碑すら不要とされたのであれば､死後の名
声を望む理由はなく､当然ながら､エヴェルジェテイズムは終幕する運命にあったと言えよう｡
では､帝政後期に向かって都市は如何なる変容を遂げるのか｡基本的にデイオクレティアヌス帝まで､
都市に変化は見られない｡決定的変化はデイオクレティアヌス帝と共に始まった｡都市法は停止させら
れ､ローマ法が帝国全土で一律に適用された｡また都市監督官の性格も一変する｡帝政前期においても
皇帝は財政難に陥った都市に本職を短期間派遣したが､それはあくまでも特定都市に対してであり､し
かも職権は財政に限定されていた｡ところが､今や都市監督官はどの都市にも置かれたのみならず､行
政全般を恒常的に監督するようになる｡さらに､属州細分化により総督の介入は以前より強化された｡
従って都市の自治は皇帝政府によって事実上､剥奪されたのである｡
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論文審査結果の要旨
本論文は古代ローマ帝国が紀元1世紀から3世紀まで､地中海を中心とする広大な領域を安定的に支
配し､古代地中海世界の平和と繁栄の絶頂期を現出させた理由の解明を目指したものである｡論者は統
治を担当した帝国官僚数がきわめて少妄かったこと､にもかかわらず帝国全域がよく安定を保ち得たの
は総数二千に及ぶ都市が十全に自治能力を発揮したことにiることを二つの特色と論定し､それぞれの
実態の解明に向かう｡従って論文は二部八草から構成される｡
第Ⅰ部｢ローマ帝政前期の帝国官僚｣は､初代元首アウダストウス以後､帝国全域の軍隊の将校の地位
と､イタリアと属州の行政職を担うことになった騎士身分の公職の増設の過程､アウダストウスのこれ
ら騎士を用いる政策の分析から着手される｡次いで軍団の将校となった騎士が考察され､彼らには専門
の軍事技術は求められず､裁判などの能力の方が重要であったことが示される｡また民政官僚となった
騎士の任務の詳細が考察される｡結論として幅広い領域の管理的任務を担わされた騎士は､軍務も担当
経歴に含み､いわゆる｢ジェネラリスト的能力｣を期待された､と論じられる｡第Ⅰ部末尾では最上層身
分ながらごく少数でしかなかった元老院議月の帝国官僚としての役割を概観する｡彼らに求められたの
もまた｢ジェネラリスト的能力｣であった｡結局､軍･民の官僚としての任務の峻別がなされるのは3世
紀を過ぎてからであったことが確証される｡
第Ⅱ部｢ローマ帝政前期における都市｣では､まず都市の帝国統治にはたした機能を考察する前提とし
て､その人口と財政規模の数的データが論じられる｡ 1都市の平均人口は1-1.5万との推測は目新し
くないが､財政について多数の文献の言及を集めて､多くの都市が財源不足であったことを論証してい
る点が興味深い｡以下の章は､この都市の脆弱な財政を補い､帝国の安定と繁栄をもたらす一因となっ
た都市上層市民(参事会員)の役割の分析に当てられる｡ポンペイなど2都市の参事会員についての碑
文研究などから､参事会員の身分は3世紀まで名誉の地位をたもち､資格要件も厳しいままであったこ
とを論証して､従来説が2世紀後半から､都市財政への貢献を負担に感じる上層市民の参事会員入会忌
避が目立つとして来たのに対して修正を求める｡次いで彼ら参事会員層が都市のために果たした様々な
貢献､すなわち恵与行為をイタリア都市について考察する｡かかる行為をエヴェルジェテイズムと呼ん
でローマ社会分析の切り口としたのはP.ヴェ-ヌであるが､論者は当該概念をより実態に即して細か
い類型を設定し､ 1-2世紀の恵与行為が熱意の上で不変に続いたことを論証する｡豊富な史料が丁寧
に紹介され､読み応えのある部分である｡最終の第8章では恵与行為に関わる法制資料が網羅的に検討
される｡この面からも参事会員たちのエヴェルジェテイズムは3世紀になっても衰えたとは言えないこ
とが示される｡以上を受けつつも論者は､ 3世紀に恵与行為自体が減少していったことは否定できない
と､通説を肯定する｡彼ら上層市民への顕彰碑文が激減するという事実も認めている｡しかし論者は､
本論文の論証により､ 3世紀になって都市の活力と上層市民の都市貢献の意欲が衰退したと判断は出来
ないことを改めて確認した上で､恵与行為等の数的減少の理由はむしろ彼らの意識や心性の変化に帰す
るべきで､都市の衰退は通説よりも後におくべきだと結論する｡
ローマ帝国全盛期の理由の解明については長く膨大な研究史があり､本論文はそれに一つの独自の説
を付け加えるものである｡帝国官僚に｢ジェネラリスト的｣能力が求められたこと､帝国統治の柱と措定
された都市の活力の命脈が3世紀まで保たれたことを推定したこと､がその独自性であり､いずれもが
学界の当該テーマ追究に資するところは大きい｡史料の探求と関連する先行研究の渉猟は高く評価され
てしかるべきである｡
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以上により本論文は博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認定される｡
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